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研究成果の概要（和文）：　減災目的で自治体からハザードマップなどの防災情報が提供され，地域では初期消火や情
報収集・情報伝達や避難誘導などの防災活動を担う自主防災組織が結成されている．
　本研究では，情報が効果的な行動に繋がるかどうかに着目する「情報品質」の概念を適用し，ハザードマップの情報
品質を測定・評価し，ハザードマップの情報品質を向上させる現在地の安全性を多言語対応のテキストで確認できる防
災アプリのプロトタイプを作成し，全国ウェブ調査でその有効性を検証した．
　また，ウェブ調査で自主防災組織の活動カバー率と参加自覚率との乖離が大きいことを示し，自主防災組織の活動を
ICTを活用して支援・機能化させる方法を提示した．

研究成果の概要（英文）： Hazard maps have been prepared and published by Japanese local governments but 
their "Information Quality" is low and there remains a big question whether hazard maps can be used 
effectively in case of natural disasters. Voluntary disaster prevention organizations also have been 
organized to support mutural help activities in case of natural disasters, they have been suffered from 
low participation consciousness and low activity level. In this study we introduce the concept of 
"Information Quality", develop a prototype of disaster mitigation application for smartphones and try to 
solove those problems of low information quality of hazard maps and low activation level of voluntary 
disaster prevention organizations. Potential effectivenss of our solution is supported by nationwide web 
survey conducted in 2015.

研究分野：社会システム工学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)人口の減少と高齢化が同時進行している
我が国では、高齢者や障害者などのいわゆる
災害弱者や災害時要援護者（現在は避難行動
要支援者と呼称）と呼ばれる人々が多く存在
しており、これらの人々を災害からいかに守
るかが大きな課題となっていた。計画上では、
有事や災害時の要援護者を事前に把握して
おき、平時には近隣住民の見守りや声掛けに
よる要援護者の健康福祉の向上や孤独死予
防、ひいては安心・安全のまちづくりのため
の地域力の増強に資する一方で、有事や災害
時には混乱の中で要援護者を的確かつ適切
に支援して人的被害を最小限にくいとめる
とともに、避難所での新たな要援護者の発生
を抑制することが考えられていた。また、こ
れらの活動を担う地域組織として、災害対策
基本法第５条２において自主防災組織の充
実が規定されていた。 
 
(2)この自主防災組織は、阪神淡路大震災が
発生した 1995 年には全国での組織数は
70,639 で活動カバー率（自主防災組織がその
活動範囲としている地域の世帯数を管内の
全世帯数で除した比率で 2007 年度までは組
織率と表現）は 43.8％であったが、阪神淡路
大震災を契機とした共助意識の高まりや防
災対策として自治体からの積極的な設立の
働きかけもあり、総務省消防庁の調査によれ
ば、2010 年４月１日時点では、全国 1,750 の
市区町村（東京都の 23 特別区を含む）のう
ちで 1,621 の市区町村で 150,512 の自主防災
組織が組織化され、活動カバー率は 74.4%に
まで向上してきていた。 
 
(3)しかし、2005 年６月実施の内閣府の「水
害・土砂災害等に関する世論調査」では、地
域での自主防災活動へ参加しているとの回
答率は 19.1％にとどまり、2005 年の 64.5％
の組織率と比較して参加意識のある住民の
比率は低く、組織化はされたものの、多くの
自主防災組織では地域住民を巻き込んだ積
極的な活動が行われていない実態が窺える
結果となっていた。また、我々が 2011 年の
１月から２月にかけて科学研究費補助金の
助成を受けて実施した「自主防災組織に関す
るウェブ意識調査」（有効回答は 7,133）によ
れば、ウェブ調査であることによるサンプル
の偏りに留意する必要はあるが、自分自身ま
たは家族が自主防災組織に参加していると
自覚している回答者の比率は 9.2％であり、
74.4％の活動カバー率との間には大きな乖
離がある状況であった。 
 
(4)また、防災・減災のための情報として、
自治体では各種のハザードマップが整備さ
れ、住民に向けて配布されてきているが、
2009年の11月から12月にかけて実施された
内閣府の「防災に関する特別世論調査」によ
れば、「ハザードマップで防災情報を確認し

たことがある」との回答者は 31.2％にとどま
り、約７割の国民・住民はハザードマップで
防災情報を確認したことがないか、確認しよ
うとしてもハザードマップが見つからなか
ったという実態が示されていた。 
 
(5)このような状況の中、2011 年３月 11 日に
発生した東日本大震災では、地震発生の直後
に大規模な津波が広域を襲ったという事情
はあるにせよ、多くの死亡・行方不明者を出
し、災害時の要援護者支援や自主防災組織の
活動の現状には大きな課題と限界が存在す
ることが顕在化した。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究を申請し、着手した段階では、以
下の３つの研究目的を設定していた。 
①防災を含めた安心・安全に関わる情報の自
治体ウェブサイトからの発信の状況の現状
を明らかにする。具体的には、自治体のホー
ムページから防災のページに到達するまで
にどれだけのクリック数と時間がかかるの
か、防災のページではどのような情報（避難
所，ハザードマップ，警報や避難勧告・指示）
が、どのような形態（テキスト、画像、動画、
音声読み上げ）で、誰（地域住民、旅行者、
障害者）を対象に、どのような言語（日本語、
外国語）で提供されているかの実態を自治体
のウェブサイトの目視調査と自治体の危機
管理・防災担当部門を対象とするアンケート
調査から明らかにする。 
②住民の視点からの自治体のウェブサイト
の防災関連ページの利用のしやすさを評価
する。具体的には、住民の職住分離が一般的
となって居住自治体と通勤・通学・通院先の
自治体が異なり、生活圏も複数の自治体にま
たがって広域となっていること、さらには旅
行先で自治体ウェブサイトの防災のページ
を閲覧する場合のあることも考慮すると、イ
ンターネット上で PC、スマートフォン、携帯
電話などの端末を使って自治体の公式ウェ
ブサイトから即座に防災に関連する必要な
情報が得られるように、どの自治体でも防災
のページは同一の様式（画面レイアウト）で
提供されるなどの標準化と共通化が求めら
れるが、このような防災ページを住民だけで
なく、外国人旅行者や障害者がどのように評
価するかを、選択実験（コンジョイント分析）
によって明らかにする。 
③自治体による自主防災組織などの隣保協
同のための組織の活性化・機能化のための情
報支援のあり方を検討する。自主防災組織の
活動は平常時と災害時の活動に分けられ、平
常時は防災訓練や防災知識の普及を、災害時
は災害情報の収集や警報･勧告などの住民へ
の迅速な伝達、初期消火や避難誘導、被災住
民の救出・救護などの活動を担うとされてい
るが、情報面での支援や組織マネジメントの
視点からの支援策は見られない。電子化され
た住宅地図上での組織加入者の居所確認と



安否確認システムの構築と利用を含め、災害
時の共助活動および公助活動を支援できる
情報システムのプロトタイプを構築して、そ
の有効性を実証実験によって評価する。 
 
(2)しかし、初年度から２年目にかけての研
究の過程で、研究目的の①と②に関しては、
「特定の時期に特定の利用者が特定の目的
のために行う利用にデータが適合するかど
うか」（Wang et al.）と定義される「情報品
質（Information Quality）」の概念とその測
定・評価のフレームワークを適用することが
有効であると判明したため、自治体から提供
される防災情報の中で減災に最も貢献する
と考えられるハザードマップの情報品質の
測定・評価と情報品質の向上を検討すること
とした。 
 
(3)また、自治体からの防災情報の発信と自
主防災組織の ICT による機能化に関しては、
普及の著しいスマートフォンの利活用が有
効ではないかと考え、防災・減災情報の伝達
や避難および安否確認に役立つアプリケー
ション（防災アプリ）について、その現状と
可能性を検討することとした。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究を申請し、着手した段階では、設
定していた３つの研究目的に応じて、以下の
方法で研究を進めることとしていた。 
①自治体から防災情報がどのように発信さ
れているかを把握するために、全国の基礎自
治体の公式ウェブサイトを訪問し、目視調査
により、自治体から発信されている防災情報
と自主防災組織に関する情報を整理し、集計
する。また、目視調査の結果の確認と今後の
防災情報の発信内容や発信手段に関しての
計画・予定を把握するために自治体の危機管
理・防災担当の部局を対象とするアンケート
調査を実施する。 
②自治体のウェブサイトからの防災情報の
発信について、どのような情報をどのような
形式（テキスト、静止画、動画）およびレイ
アウトで提供すればよいかについて、選択実
験の手法を用いた全国ウェブ調査ならびに
留学生を含む外国人を対象としたアンケー
ト調査の回答データから分析する。 
③自主防災組織のリーダーへのヒアリング
調査などに基づき、自主防災組織の平常時と
災害時の活動を支援できる情報システムの
プロトタイプを構築する。 
 
(2)しかし、研究の目的で示したように、研
究の過程で、「情報品質」の概念を適用する
ことで、自治体からの防災情報の提供の現状
の評価や改善が可能となることが判明する
とともに、災害からの人的被害を最小に食い
止めるにはハザードマップの危険度情報に
基づいて行動することが有効で、自主防災組
織の活動の ICT による支援には、スマートフ

ォンの防災アプリが有効ではないかとの感
触が得られたため、①の自治体の公式ウェブ
サイトの目視調査についてはハザードマッ
プの情報品質の測定・評価に重点を置くこと、
③の自主防災組織を支援する情報システム
についてはスマートフォンを利活用してプ
ロトタイプを構築すること、②の全国ウェブ
調査の実施については、2011 年の１月から２
月にかけて科学研究費補助金の助成を受け
て実施した「自主防災組織に関するウェブ意
識調査」と回答結果の比較対照が可能で、し
かも開発するプロトタイプの自主防災組織
を支援する情報システム（防災アプリ）の評
価も行えるものとすることに研究の２年次
から研究方法の内容の変更を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 災害に関連して伝達される主な情報と
メディアは、災害の時間的経過区分に照らし
て分類すると、以下のように整理される。①
事前啓発情報（ハザードマップ、避難マップ、
防災マップ、広報紙、ダイレクトメール、表
示板、避難誘導標識、石碑、ホームページ、
テレビ、口頭、防災集会、防災訓練）、②避
難関連情報（市町村防災行政無線、J-ALERT、
テレビ（ワンセグ、データ放送）、ラジオ、
CATV,コミュニティ FM,緊急警報放送、緊急告
知 FM ラジオ、サイレン、半鐘、拡声器、口
頭、緊急地震速報受信装置、エリアメール、
緊急速報メール、情報共有データベース（公
共情報コモンズ）、ソーシャルメディア
（Facebook、Twitter など））、③安否情報（固
定電話、携帯電話、携帯メール、電子メール、
災害用伝言ダイヤル、J-anpi（災害用伝言板）、
データベース（国、自治体）、安否情報シス
テム、新聞、テレビ、ラジオ、ソーシャルメ
ディア、Google パーソンファインダー）、④
生活情報（広報紙、ホームページ、ミニコミ
誌、CATV、コミュニティ FM、テレビ、ラジオ、
ソーシャルメディア）。 
 
(2)自治体からの避難関連情報の伝達手段は、
総務省消防庁防災情報室の「災害情報伝達手
段の整備に関する手引き」（2013 年）では、
システム形態の観点から、①自営通信網（市
町村防災無線、エリアワンセグ放送、無線 LAN、
IP 告知システム、5GHz 帯無線アクセスシス
テム、18GHz 帯無線アクセスシステム、920MHz
帯無線マルチホップシステム）、②通信会社
の通信網活用（デジタル MCA 無線、エリアメ
ール・緊急速報メール、登録制による災害情
報配信メール、Twitter、Facebook、無線 LAN、
地域 WiMAX）、③地域放送会社の設備活用
（CATV 網、コミュニティ FM）、④流通機器を
媒体としてその性能を有効活用 （デジタル
サイネージ、高性能スピーカー）、⑤既設設
備と連携した情報伝達（百貨店・商業テナン
トビル・マンション・公共施設等館内放送設
備、学校の校内放送設備）に分類しているが、
2011 年の東日本大震災においてその有効性



が注目された Twitter や Facebook などのソ
ーシャルメディアによる情報発信を行って
いる自治体は、全国の基礎自治体のウェブサ
イトを訪問し、目視で防災情報および一般行
政情報のソーシャルメディアによる発信の
現状を調査した結果、2013 年 12 月８日時点
で、表１に示す通りとなった。なお、災害用
に特化して導入している自治体は、Facebook
で15自治体、Twitterで20自治体であった。
ソーシャルメディア以外の災害情報伝達手
段の導入状況を調査することにより、自治体
からの災害情報伝達のメディアミックスの
現状と課題を検討することが可能となるが、
これは今後の研究課題として残されている。 
 
 
 
 
 
 
 
表１ ソーシャルメディアの利用状況 
 
(3)災害時に人的被害を最小に食い止めるた
めには、情報と情報に基づく適切な行動が必
要になる。災害時の情報と行動の関係を纏め
ると図１のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 災害時に必要な情報と行動 
 
(4)国や自治体から避難関連情報が適時に適
切に伝達されたとすると、あるいは自身の気
象変化の判断が適切であるとすれば、現在地
が危険か安全かの判断が問われることにな
る。この判断に資するように自治体から提供
される情報が、ハザードマップである。しか
っし、ハザードマップが国民や住民、あるい
は海外からの観光客を含む旅行者に、避難関
連情報が発信された時のように、必要な時に
わかりやすい形で提供され、現在地にとどま
るか安全な場所へ避難すべきかの判断に利
用されうるかと問えば、内閣府の世論調査や
自治体の県政意識調査などで明らかにされ
ているように、ハザードマップで平常時から
防災情報を確認したり、すぐにハザードマッ
プが見られるようにしている住民は少ない。 
 
(5)男女でそれぞれ 1,800 サンプル以上，18
歳以上を対象として，20 歳代から 50 歳代ま
での各階層と 60 歳以上でそれぞれ 350 サン

プル以上，47 都道府県のうち山梨，佐賀，福
井，徳島，高知，島根，鳥取の各県は 12 サ
ンプル以上，それ以外の都道府県は 20 サン
プル以上確保という条件のもと，2015 年２月
10 日から 2015 年３月 11 日までの 30 日間に
わたり，ウェブ上での応募型の調査として
「防災に関するアンケート」を実施し、4,455
人からの有効回答を得ている。このウェブ調
査の結果によれば、居住している市区町村の
ハザードマップ（または防災マップ）を「過
去１年間に見たことがある」との回答は
29.8％、「過去１年ではないが、これまでに
見たことがある」との回答は 27.8％で、「見
たことはない」との回答は 41.6％（無回答が
あるので回答の比率の合計は 100％にはなら
ない）となっており、ハザードマップに基づ
く安全性に関する適切な判断が難しい現状
が示されている。 
 
(6)自治体が整備して提供しているハザード
マップが安全性の確認ならびに危険な場合
の避難行動に役立っているかどうかについ
ては、情報品質の概念を利用することで測
定・評価が可能になる。製品の品質は高い満
足をもたらしてくれるかどうかで決まるが、
意思決定の前提となる情報に関しては、よい
意思決定に導いてくれるかどうかで品質が
決まると考えられる。このように考えて定義
されたのが情報品質であり、提唱者の Wang
によれば、「特定の時期に特定の利用者が特
定の目的のために行う利用にデータが適合
するかどうか」と定義され、図２に示すよう
に、大きく４つの次元と 15 の下位項目で構
成されるフレームワークによって測定・評価
できるとされている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 情報品質のフレームワーク 
 
(7)ハザードマップの情報品質を測定・評価
するために、南海トラフを震源とする巨大地
震の被害が懸念される静岡、愛知、三重の東
海３県と 1995 年の阪神・淡路大震災で大き
な被害を受けた兵庫県の159の全市町村を対
象に、公式ウェブサイトを訪問し、公開され
ているハザードマップの名称、記載事項、縮
尺、凡例などを目視で調査した。その結果、
ハザードマップの名称やハザードマップに
記載されている項目、さらには記載されてい
る記号や色分けや縮尺などに統一性がない
といった問題が明らかとなった。これらの問

FacebookとTwitter 150 (8.6)
Facebookのみ 224 (12.9)
Twitterのみ 121 (6.9)
利用なし 1,247 (71.6)
全自治体 1,742

自治体数（％）



題は、図２の「表現に関する情報品質」の次
元で情報品質を低下させる要因となってい
る。また、前述のハザードマップを見たこと
がないという回答が４割を越えていること
は「アクセス性に関する情報品質」の低さを
示しており、地図が読めない住民や旅行者に
とっては、ハザードマップからは何の情報も
引き出すことができず、付加価値がないこと
から、地図で示すことは「コンテクストに応
じた情報品質」を低下させる要因となってい
ると言える。なお、ハザードマップは想定さ
れた現象に対して被害が予想される区域を
示したものであり、東日本大震災のように想
定外の事象が発生することもあり、正確性の
観点から「情報そのものとしての情報品質」
が保証されるものではないが、配布・提供や
表現や教育によって他の３つの次元の情報
品質を向上させることは可能であり、本研究
のタイトルにある「自治体からの効果的防災
情報発信」は、社会システム工学の観点から、
これら３つの次元で品質の高い情報を発信
することを意味している。 
 
(8)スマートフォンの普及とともに、スマー
トフォンの機能を利活用した防災アプリの
開発が進んでいる。これらの防災アプリが防
災情報の品質の向上に資するものであるか
どうかを検討するために、インターネット上
で防災アプリを検索し、検索された防災アプ
リにどのような機能が具備されているかを
評価した。なお、防災アプリを評価するにあ
たっては、図１に示した災害時に必要な情報
と行動の観点から、①予警報を緊急で伝達す
る「予警報アプリ」、②現在地の災害に対す
る危険性を知らせる「現在地安全性確認アプ
リ」、③現在地が危険なために安全な地点に
避難するための「避難所案内アプリ」、④家
族や友人知人に安否を連絡する「安否確認ア
プリ」の４つのタイプに分類して評価を行っ
た。その結果、2015 年２月 20 日時点で 67 件
の防災アプリケーションを確認することが
できたが、大別すると、①避難所の位置や避
難所への経路を提供する「避難所案内アプ
リ」24 件、②特に地震情報の提供を主目的
とする「予警報アプリ」27 件、③安否確認専
用の「安否確認アプリ」16 件、に分類できる
こと、そして現在地が各種自然災害から安全
であるかどうかを判定して分かりやすく知
らせる機能を持つアプリケーションは、津波
ハザードマップに基づいて現在地点の津波
の高さと津波の到着予想時間を知らせる一
部のアプリを例外として、ほとんど存在しな
いことが分かった。 
 
(9)現在地安全性確認アプリが開発されてい
ないことから、現在揺籃期の自治体のオープ
ンデータ化がさらに進展すれば公開される
であろうハザードマップの計算機可読型の
デジタルデータを利用して、スマートフォン
の GPS 機能で現在地データを取得し、単にハ

ザードマップと避難所を表示するのではな
く、サーバー上に格納されたオープンデータ
化されたハザードマップを参照して各種ハ
ザードマップから現在地が安全か危険かを
判定して、図３の画面例のように、多言語対
応のテキストで判定結果を知らせるととも
に、障害者用に音声および振動でも知らせる
機能を持つ防災アプリのプロトタイプの開
発を完了し、現在、事前登録しているメール
アドレスに安否情報を送信できる機能の追
加作業を進めているところである。このプロ
トタイプの防災アプリに関して、我々のウェ
ブ調査では、9.7％の回答者が既に何らかの
防災アプリをインストールして利用中であ
るとしているが、54.0％が「利用する」と回
答しており、避難という自助の活動を支援す
るツールとしてのハザードマップの情報品
質を高める効果が認められたと判断できる。
また、安否情報機能が追加されれば、外国人
旅行者は母国の家族を、避難行動要支援者を
含む地域の住民は自主防災組織の情報班長
を、学校・園の生徒・児童は学校・園の防災
管理者を事前登録しておくことで、迅速かつ
正確な安否確認につながることが期待でき
る。なお、この機能は、地域で実践されてい
る白いタオルで安否を知らせる運動などを
阻害するものではなく、両者を併用すること
で、共助機能をさらに向上させるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 現在地安全性確認アプリの画面例 
 
(10)自主防災組織を支援する情報システム
が提供されても、自主防災組織が活性化して
機能するかどうかは分からない。我々の全国
ウェブ調査によれば、自主防災組織を「知っ
ている」との回答者の比率（認知率）は 55.1％、
「非常に関心あり」と「どちらかと言えば関
心あり」の回答者の比率（関心率）は 53.3％、
自分自身や家族が自主防災組織に「参加して
いる」と自覚している回答者の比率（参加自
覚率）は 15.4％にとどまっているが、自主防
災組織から参加を求められた場合に「参加す
る」との回答者の比率（参加意欲率）は 37.3％
で参加自覚率と合わせると 52.7％と５割を
越えており、自主防災組織への帰属意識を高
めて活性化そして機能化へと向かえる可能
性が示されていると言える。しかし、全国の



自治体のウェブサイトの目視調査によれば、
2012 年 12 月８日時点で、自主防災組織につ
いてのページを有している自治体は 53.1％
であるが、役割を説明している自治体は
18.8％、機能や活動を紹介している自治体は
19.5％、入会方法を記載している自治体は
0.5％で、広報活動が十分とは言えない状況
が示されている。インターネットに加えてソ
ーシャルメディアが普及した現代では、電通
モダン・コミュニケーション・ラボが生活者
消費行動モデルとしての SIPS（Sympathize, 
Identify, Participate, Share and Spread）
を提唱しているが、これらのモデルを援用し
ての自主防災組織の活性化を検討しなけれ
ばならない。 
 
(11)本研究は、我が国の防災・減災に資する
だけでなく、地震や津波や台風による高潮や
洪水に頻繁に見舞われているアジアの国々
にも比較的安価で提供できる情報システム
を提案するものであり、今後は、エリアメー
ル・緊急速報メールをトリガーに現在地安全
性確認アプリを起動させるなどの発展を検
討していきたい。 
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